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東北農政局西奥羽土地改良調査管理事務所 



１．一般事項 

契約の保証については別紙１のとおり。 

 

２．積算業務区分等について 

本業務の予定価格の積算は以下に基づき行っている。 

（１） 設計業務：設計業務の価格積算基準（農林水産省農村振興局制定） 

（２） 調査業務：地質、土質調査業務の価格積算基準（農林水産省農村振興局制定） 

 

３．作業歩掛について 

本業務の作業歩掛は以下のとおりである。 

【調査作業】 

作業項目 
作業 

数量 

主任 

技師 
技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考 

現地踏査 4 台 1.0 1.0 1.0    

電動機振動調査 20 回  4.0 4.0   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

(参考：単位当たり) (回)  0.2 0.2   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

減速機振動調査 20 回  4.0 4.0   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

(参考：単位当たり) (回)  0.2 0.2   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

ﾀｺｼﾞｪﾈﾚｰﾀ振動調査 20 回  4.0 4.0   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

(参考：単位当たり) (回)  0.2 0.2   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

電磁振動精密分析調査 4 台 8.0 16.0 16.0    

(参考：単位当たり) (台) 2.0 4.0 4.0    

芯ブレ調査 20 回  4.0 4.0   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

(参考：単位当たり) (回)  0.2 0.2   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

電動機回転速度計測 20 回  2.0 2.0   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

(参考：単位当たり) (回)  0.1 0.1   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

電動機電流電圧計測 20 回  2.0 2.0   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

(参考：単位当たり) (回)  0.1 0.1   
機械経費：2.0% 

諸雑費 ：0.5% 

※機械経費率及び諸経費率はそれぞれ歩掛に技術者単価を乗じて算出した人件費に対する率である。 

 



【設計作業】 

作業項目 
作業 

数量 

主任 

技師 
技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技術員 備考 

事前調査 1 式 2.0 2.0 2.0    

性能低下原因の推定 1 式 2.0 2.0 4.0    

簡易機能診断手法の検討 1 式 2.0 4.0 4.0 2.0   

点検とりまとめ 1 式 2.0 2.0 2.0    

 

４．打合せについて 

（１）積算の基地は「秋田市」として算定している。 

（２）打合せ人員については下記のとおりである。 

項 目 主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 備 考 

着手前 0.5 0.5   

中間（第２回）  0.5 0.5  

最終 0.5 0.5   

１回当たりの打合せは0.5日としている。積算基地及び打合せ場所がいずれも「秋田市」で

あるため移動日にかかる人件費は計上していない。 

積算基地及び打合せ場所はいずれも「秋田市」であるため、交通費は計上しない。 

 

５．外業について 

（１）積算の基地は「秋田市」で算定している。 

（２）現地調査の交通手段は「ライトバン」で算定している。 

現地調査にかかる交通費は秋田市～現地（南秋田郡大潟村）を５日分計上している。 

交通費は１．０時間／片道として計上している。 

日帰りで調査するものとして、交通費（ライトバン損料および燃料費）のみ計上している。 

日帰りのため技術者にかかる旅費は計上していない。 

 

６．暴力団等による不当介入を受けた場合の措置について 

（１）部局長等が発注する建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務（以下「発注工事等」

という。）において、暴力団員等による不当要求又は工事（業務）妨害（以下「不当介入」と

いう。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速や

かに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにそ

の内容を記載した書面により発注者に報告すること。発注工事等において、暴力団員等によ

る不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議

を行うこと。 

 

７．被災者の就労機会の確保について 

受注者は、外業等の業務に当たって、地震等被災地域における被災者（農林漁家を含む）の就

労希望者を優先的に雇用するよう努めるものとする。 

なお、被災者等の雇用においては、賃金等の支払いが適正かつ遅滞なく行われるよう配慮する

こと。 



 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 



 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 



 
 

 
 

 

 

 
 
 


